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個人に帰属し、経済産業研究所の公式見解を示すものではない。   2
第１節 問題の所在 





  表１-１には 85 年以降の直接投資の動向と国内製造業に関する幾つかの統計がまと
められている。直接投資の件数ならびに投資額は 87 年頃から急激に増加している。 
それに伴い、製造業における海外生産比率は 88 年の 4.9％から 2002 年の 18.2％へと
急増している。海外進出企業に限れば、海外生産比率は 37.2％と４割に迫る勢いであ
る。 




90 年の 2.1％から 2002 年の 5.4％へと急増している。 
  従業者数の減少や失業率の上昇は短期的には大きな問題であるが、長期的にみると
需要構造の変化に伴い産業構造ならびに就業構造が変化するのであれば深刻な問題で
あるとは考えられない。   3





１－２  中小企業へのインパクト 
  この生産性低下の大きな要因として、85 年以降進んでいる大企業と中小企業との下
請け関係の変容が挙げられるだろう。 



















１－３  中小企業のグローバル化と本稿のねらい 










第２節  中小企業のグローバル化 




２－１  利用するデータ 







既存の類似した調査『企業活動基本調査』 （企活）は従業者規模が 50 人以上かつ資本










                                                        
1  抽出率は業種別（製造業７６業種、卸売・小売業２６業種、一般飲食店８業種） 、従業者
規模別（１～４人、５～９人、10～19 人、20～29 人、30～49 人、50 人～）別に区分した
層別の精度が５％以下になるように設定されている。 50 人以上の企業については全数調査














  商工実調査の標本は、 たとえ製造業に限定したと言っても、 小規模企業６万６千件、
中規模企業５万件弱、大企業４千件強と分析を行うのに十分な標本数を確保すること
ができる。 










２－２  企業のグローバル化の背景（簡単なサーベイ） 
  企業のグローバル化といってもあいまいなのでもう少し詳しく述べよう。企業のグ
ローバル化は次のように段階を経ながら進んでいくと考えられる。 
                                                        
2規模の区分は業種によって以下のように異なる。 
製造業：-19 人（小規模企業） 、20-299 人(中規模企業)、300 人-（大企業） 
  卸売業：- 4 人（小規模企業） 、  5-99 人(中規模企業)、100 人-（大企業） 
小売業･飲食店：-4 人（小規模企業） 、5-49 人(中規模企業)、50 人-（大企業）   7
表２－１  商工業実態調査の標本数（平成 10 年） 
 































った。 その結果、 企業規模だけでなく研究開発費も統計的に有意となることを示した。 
  日本の企業の研究では、洞口(1992)と深尾ほか(1994)が挙げられる。 
  洞口(1992)では日本の製造業 299 社について被説明変数として海外投融資残高、在
外子会社数、海外派遣従業員数を、説明変数として企業規模、研究開発費、広告費等
をもちいた回帰分析が行われた。その結果、企業規模や研究開発費が有意な正の影響


































の８割以上がアジアに設立している点に中小企業の海外進出の特徴が認められる。   10
表２－２  製造業における主な戦略指標（平成 10 年） 
 
 






２－４  企業のグローバル化の決定要因 

























  企業間の継続取引の指標として外注取引、受注取引のデータを得ることができる。 
  外注取引は通常、大企業でその割合が大きいと考えられる。確かに大企業の７割が
外注取引を行い、取引先は平均 102 社にのぼっている。一方、中小企業でも外注は 41
～58％の企業が導入しているが、取引企業数は 8.8～27.5 社とそれほど多くない。 
  受注取引は逆に中小企業でその割合が大きいと考えられる。確かに中小企業の６割  12
が受注取引を行い、売上に占める割合も３割以上と大きい。しかも受注のうち６割が
親企業からの下請けである。 一方、 大企業では 24％の企業が受注取引を行っているが、
その売上に占める割合は１％と僅かである。 
 









  ＰＣの台数で見ると大企業が一人あたり 0.25 台であるのに対して、 中小企業は約半
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第３節  グローバル化促進の要因分析 
  本節では、前節で概観した中小企業と大企業とのグローバル化の差異を理論モデル
にもとづいて分析して、グローバル化の要因に関する計量経済学的な分析を行う。 
３－１  分析モデル 
企業 i が戦略 j を選択した場合の利潤πijが次に示す Cobb-Douglas 型利潤関数 
lnπij=G(wj,qi,zi)=β0+lnwj’βw+lnqi’βy+zi’βz+uij 




 π ij*=maxj πij(w,q,z,u) 
である。 
  いま、企業 i がグローバル化戦略を選択する場合を１、選択しない場合を 0 とおく
と、グローバル化戦略を選択する確率は 
  P(Yi=1)=P(πi1＞πi0) 
         =P[u0i-u1i＜βw(lnw1－lnw0)＋(βy1－βy0)lnqi＋(βz1－βz0)zi] 
    =F[βw(lnw1－lnw0)＋(βy1－βy0)lnqi＋(βz1－βz0)zi] 








  実際の推定では被説明変数であるグローバル戦略 Yi と説明変数である qi, zi を具
体的にデータと対応付けする必要がある。 本研究では以下のように対応付けを行った。  
  グローバル戦略：直接輸出・輸入、外注の海外取引、海外合弁企業、海外子会社 
  生産量ならびに財の多様性：売上高、財の多様性、資本集約率 
  企業特殊資産：研究開発費/売上、特許件数、実用新案、意匠権、パート労働 
  企業間取引：外注取引率、受注取引率、下請率 
  その他：ＰＣ台数/従業者数、ネットワーク導入率、共同事業参加項目数、団体加入
                                                        
3  選択肢が３つ以上ある場合でも容易に応用できるのが logit モデルの利点である。
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３－２－１  直接輸出・輸入 
  直接輸出を促進要因としては、売上規模、生産物の多様性、研究開発、人的資本の




取引、 ネットワークの導入、 海外子会社の保有が有意な効果を持つことが確認された。 
一方、受注取引、下請取引、団体加入は、逆に国内での取引を促進させる要因となっ
ている。 
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表３-１  グローバル化戦略の決定要因（その１） 
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表３-２  グローバル化戦略の決定要因（その２） 
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表３-３  グローバル化戦略の決定要因（その３） 
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企業のグローバル化には、 第１段階として 「輸出入の直接取引」 、 第２段階として 「海
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付表１  販路のグローバル化 
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付表２  仕入れのグローバル化 
（１）直接輸入 
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付表２  仕入れのグローバル化（つづき） 
（２）外注 
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付表３  立地のグローバル化 
（１）  海外子会社等の所有状況 
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付表３  立地のグローバル化（つづき） 
（２）  海外子会社等の所有箇所状況 
 
 